
滝川市下水道事業経営戦略（個別排水処理施設事業）の改定について

・改定の趣旨：５年に一度の中間見直し。

平成 29年３月策定から５年、R４年 1月の総務省ガイドラインの改定事項を含め、既存戦略を検証の上、改定したもの。

・計画期間 ：令和 4年度～13年度

Point.1：合併処理浄化槽の基数と使用料の状況

⇒人口普及率 29.5％（全国同規模自治体で平均 20.8％）、使用料はコロナ禍の影響からか微増（約 3％）。

Point.2：既設浄化槽の状況

⇒耐用年数を経過するものが 106 基、全体の約 45％

修繕費等は増となるが、計画的・予防的な機器交換や補修の実施を継続

Point.3：労務単価や資材の高騰等により、維持費用の負担増

⇒一般会計からの繰入金により、計画期間内の純利益は確保できる見通し。

一方で、維持費用の支出増等から、流動資産（現金）が令和 2年度末比でほぼ半減する。

Point.4：今後の対応として

⇒①支出増大から、生活排水処理基本計画における各年計画基数である７基以上の追加投資は行わない。

②計画的・予防的な機器交換や補修の継続実施により浄化槽の耐用年数を 50 年とし、今計画期の合併処理浄化槽の更新を行わない。

③経費回収率は約 50％であり全国並みであるものの、公共下水道事業の半分以下のため、改善に向けた事業手法の見直しを検討する。
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計 106 基




